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ごあいさつ

　皆さまには平素よりプルデンシャル・グループに格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　当グループの日本における生命保険会社3社は、世界最大級の金融サービス機関、プルデンシャル・
ファイナンシャルの一員として平成26年度も順調に業容を拡大してまいりました。

　ライフプランナーを唯一の販売チャネルとするプルデンシャル生命は、コンサルティング・セールスを通
じて引き続き多くのお客さまからご支持をいただいております。今年度は、保障性商品の好調な販売
により新契約高が4兆円を超え、保有契約高は26期連続での純増を記録しております。また、Million 
Dollar Round Table (MDRT) 日本会における会員数は18年連続で第一位※となりました。

　ジブラルタ生命は、最適な保障のコンサルティングと質の高いサービスのご提供により、お客さまの
負託に応える主力のライフプラン・コンサルタント販売チャネルの安定した業績に加え、同社の企業理
念を共有している一般代理店販売チャネルが順調に伸展し、平成26年度決算は主要業績指標が
それぞれ増加するなど堅調な業績となりました。

　PGF生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命）は、バンカシュアランス（銀行等を通じ
た生命保険の販売）の専業会社として、貯蓄性の高い商品のみならず、保障性商品の販売にも注
力してまいりました。今年度は、バンカシュアランスによる生命保険の販売を開始してから満5年を迎え
る節目の年となりますが、平成26年度末の保有契約件数は39万件を超え、保有契約高は3兆4,000
億円超となるなど、着実に業容が拡大しております。

　このような3社の好調な業績を受け、日本における保険持株会社であるプルデンシャル・ホールディ
ング・オブ・ジャパンは平成26年度決算において、3社合算で新契約高は8兆206億円、保有契約高
は72兆749億円、連結の総資産は15兆1,381億円、保険料等収入は2兆1,157億円となりました。

　プルデンシャル・グループでは、「保険金をお届けすることが私たちの使命」という共通の理念のも
と、お客さまのニーズに合った保障と真に役立つサービスをご提供しております。これからも、各社の
ビジネスモデルの強みを活かしたプロフェッショナルなサービスを通じて、お客さまにご満足いただける
よう尽力してまいります。

　引き続き、ご支援、ご鞭撻を賜りますよう、お願い申し上げます。

平成27年7月
プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

代表取締役社長兼最高経営責任者（CEO）
倉重　光雄

※　平成27年3月31日現在　MDRT日本会調べ
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プルデンシャル・グループの経営理念
　プルデンシャル・グループは全世界のプルデンシャル・ファイナンシャルで共通の行動指針である	
「Core Values」に基づき、生命保険業を通じてお客さまに経済的な保障と心の平和をお届けしています。

Core Values
Worthy of Trust

信頼に値すること

Respect for Each Other
お互いに尊敬しあうこと

Customer Focused
顧客に焦点をあわせること

Winning
勝つこと

トピックス
　　親会社プルデンシャル・ファイナンシャル・インクのトピックス　　

平成27年3月　米国FORTUNE®誌「世界で最も称賛される企業：生命・医療保険部門」で第３位に

　　　　　　　　　　　　生命保険子会社のトピックス　　　　　　　　　　
プルデンシャル生命保険株式会社
平成27年3月　新契約高が４兆円超となり、保有契約高は26期連続で純増
平成27年3月　MDRT日本会会員数が18年連続で日本一に※

ジブラルタ生命保険株式会社
平成27年3月　�本業の収益を示す指標の一つである基礎利益が設立後初めて1,000億円を突破、総資

産も順調に推移し11兆円超に

PGF生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社）
平成26年9月　保有契約高3兆円を達成

※　平成27年3月31日現在　MDRT日本会調べ



3Ⅰ　保険持株会社の概況及び組織

株主総会

取締役会

社長

監査役会

内部監査

財務管理

インベストメント リスクマネジメント

数理

人事

総合企画

広報

コンプライアンス

リスクマネジメント

グループIT

法務

コーポレートセクレタリー

セキュリティ

ERM・グローバル規制対策室

	 資本金の推移3

年月日 増資額 増資後資本金 摘要
平成13年3月23日 10百万円 10百万円 会社設立（200株）
平成13年4月19日 21,495百万円 21,505百万円 増資（200株）
平成21年3月3日 4,500百万円 26,005百万円 増資（90株）
平成21年4月1日 100百万円 26,105百万円 株式交換（1株）
平成23年2月1日 21,000百万円 47,105百万円 増資（420株）

保険持株会社の概況及び組織Ⅰ

	 沿革1
　当社は、平成13年3月23日に持株会社として設立された後、平成21年4月1日よりプルデンシャル生命保険株式会社及
びジブラルタ生命保険株式会社を生命保険子会社とする保険持株会社として事業を開始しました。

　沿革は、以下のとおりです。

平成13年3月 持株会社として設立
平成13年4月 ジブラルタ生命保険株式会社を子会社化
平成21年4月 保険持株会社として事業開始、プルデンシャル生命保険株式会社を株式交換にて保険子会社化
平成21年5月 ジブラルタ生命保険株式会社において、プルデンシャル ファイナンシャル ジャパン生命保険株式会社（現プルデンシャル 

ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、旧更生会社大和生命）を子会社化
平成23年2月 ジブラルタ生命保険株式会社において、AIGエジソン生命保険株式会社とエイアイジー・スター生命保険株式会社を子会社化
平成24年1月 ジブラルタ生命保険株式会社が、AIGエジソン生命保険株式会社及びエイアイジー・スター生命保険株式会社と合併

	 経営の組織2
　当社は、傘下の生命保険子会社の経営管理を行う保険持株会社として、経営管理態勢、リスク管理態勢、法令等遵守
態勢、利益相反管理態勢、内部監査態勢等を適切に整備し、当グループの内部統制の実効性の確保に努めています。ま
た、当グループの基本方針等をグループ会社に示し、その遵守を求めるとともに、生命保険子会社各社との間で経営管
理に関する契約を締結し、生命保険子会社のモニタリング、助言及び支援を中心とした経営管理業務を行っております。
� （平成27年7月1日現在）



4 Ⅰ　保険持株会社の概況及び組織

	 株式の総数4

発行可能株式総数 1,400株
発行済株式の総数 911株
当事業年度末株主数 1名

	 株式の状況5
1. 発行済株式の種類等

種類 発行数 内容
普通株式 911株 −

2. 大株主

株主の氏名又は名称
当社への出資状況
持 株 数 出資比率

プルデンシャル・インターナショナル・インシュアランス・
ホールディング・リミテッド 911株 100％

（注）　当事業年度末株主数は1名

	 主要株主の状況6

会社名 主たる営業所又は
事業所の所在地 事業の内容 設立年月日 資本金又は

出資金
株式等の総数等に占め
る所有株式等の割合

プルデンシャル・インターナショナル・
インシュアランス・ホールディング・	
リミテッド

アメリカ合衆国
ニュージャージー州
ニューアーク市
ブロードストリート751

持株会社（生命保険子会社
等の株式の保有）

1998年
12月21日

312,294
百万円
（注）

100%

プルデンシャル・ファイナンシャル・	
インク

アメリカ合衆国
ニュージャージー州
ニューアーク市
ブロードストリート751

持株会社（生命保険、年金、
退職関連業務、投資信託、
資産運用等の商品・サー
ビスを提供する子会社等
の株式の保有）

1875年
10月13日

2,962,034
百万円
（注）

100%
（間接保有）

（注）　資本金又は出資金の額は平成26年12月末現在の数値（含む、資本準備金）
	   換算レート：1ドル＝120.55円

	 取締役及び監査役7
� （平成27年7月1日現在）
　男性13名　　女性0名　（取締役及び監査役のうち女性の比率　0％）

氏     名 役  職  名
倉重　光雄 代表取締役社長兼最高経営責任者（CEO）
木森　晨郎 代表取締役
谷川　武士 代表取締役
佐藤　惠 代表取締役
一谷　昇一郎 代表取締役
トーマス・ピー・バーク 取締役
福田　雄彦 取締役
関　威 取締役兼チーフファイナンシャルオフィサー（CFO）
チャールズ・エフ・ラウリー 取締役（非常勤）
井上　春樹 監査役
森垣　啓二 監査役
マイケル・エス・フィッシャー 監査役（非常勤）
山手　章 監査役（非常勤）

	 会計監査人の氏名又は名称8
PwCあらた監査法人

（注）　PwCあらた監査法人は、平成27年7月1日付であらた監査法人から名称変更しております。
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保険持株会社及びその子会社等の概況Ⅱ

	 主要な事業の内容及び組織図1
1. 主要な事業の内容

　当社は保険持株会社として、傘下の生命保険子会社の経営管理業務及びこれに附帯する業務を行っています。

　当社傘下の生命保険子会社において営まれている主な事業内容は、以下のとおりです。

　プルデンシャル生命保険株式会社は、生命保険のプロフェッショナルであるライフプランナーによるコンサルティン
グ・セールスを通じて、お客さまお一人おひとりのニーズに合ったオーダーメイドの生命保険をお届けしています。

　ジブラルタ生命保険株式会社は、営業社員のライフプラン・コンサルタント及び提携する一般代理店を主な販売チャ
ネルとして、死亡保障商品を中心とした幅広い商品ラインナップにより、お客さまに生命保険をお届けしています。

　プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社は、バンカシュアランス（銀行等を通じた生命保険の
販売）の専業会社として、ビジネスパートナーである提携金融機関等とともに、死亡保障及び生存保障ニーズにお応え
する多様な商品ラインナップにより、お客さまに生命保険をお届けしています。

2. 組織図

プルデンシャル・ホールディング・
オブ・ジャパン株式会社

プルデンシャル
生命保険株式会社

ジブラルタ
生命保険株式会社

ファイナンシャル・
アシュアランス・
ジャパン株式会社

連結子法人等2社

プルデンシャル
ジブラルタ

ファイナンシャル
生命保険株式会社
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	 子会社等に関する事項2

会社名 主たる営業所又は
事業所の所在地 事業の内容 設立

年月日
資本金又
は出資金

総株主の議決権に占
める当社の保有
議決権の割合

総株主の議決権に占
める当社子会社等の
保有議決権の割合

プルデンシャル生命保険
株式会社

東京都千代田区
永田町2-13-10 生命保険業 昭和62年

10月14日
29,000
百万円 100％ －

ジブラルタ生命保険
株式会社

東京都千代田区
永田町2-13-10 生命保険業 昭和22年

5月6日
75,500
百万円 89.86％ 10.14％

プルデンシャル ジブラルタ
ファイナンシャル生命保険
株式会社

東京都千代田区
永田町2-13-10 生命保険業 昭和30年

5月24日
11,545
百万円 － 100％

ファイナンシャル・
アシュアランス・
ジャパン株式会社

東京都千代田区
永田町2-13-10 投資及び金融業 平成10年

3月3日
15,668
百万円 84.92％ －

クリスタル・リアルティ有限会
社を営業者とする匿名組合

東京都千代田区
内神田2-2-6　
あすな会計事務所
内

投資業（信託受
益権の取得、保
有、処分、運用）

平成17年
3月28日

7,960
百万円
（注1）

－ 100％
（注1）

ロッポンギ・スカイタワー・
コーポレーションを営業者とす
る匿名組合

東京都中央区
日本橋室町2-1-1

投資業（信託受
益権の取得、保
有、処分、運用）

平成17年
3月30日

7,662
百万円
（注1）

－ 90％
（注1）

ロックウッド・ベンチャー・ワン・
エルエルシー（日本支店）を
営業者とする匿名組合

東京都千代田区
神田神保町1-11

投資業（不動産
信託の受益権の
取得、保有、管
理、売却）

平成13年
3月15日

9,500
百万円
（注1）

－ 100％
（注1）

プルデンシャル・モーゲージ・
アセット・ホールディングス・
ワン・ジャパン投資事業
有限責任組合

東京都千代田区
永田町2-13-10

投資業（金銭の
貸付、特定社債
の取得）

平成21年
5月19日

85,432
百万円
（注2）

－ 99.95％
（注2）

プルデンシャル・モーゲージ・
アセット・ホールディングス・
ツー・ジャパン投資事業
有限責任組合

東京都千代田区
永田町2-13-10

投資業（有価証
券、金銭債権の
取得、保有、金
銭の貸付）

平成25年
11月15日

7,222
百万円
（注2）

－ 99.95％
（注2）

（注）1. 匿名組合事業に係わる出資金及び出資金割合
　　2. 投資事業有限責任組合に係わる出資金及び出資金割合
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保険持株会社及びその子会社等の主要な業務Ⅲ

	 直近の事業年度における事業の概況1
　当事業年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動等で個人消費に弱い動きが見られま
したが、雇用情勢の改善傾向が続くなかで、経済政策の効果もあり、緩やかな回復基調が続きました。今後につきまして
は、原油価格下落の影響や経済政策の効果により引き続き緩やかに回復していくことが期待されますが、海外景気の下振
れなどが景気を下押しするリスクとなっています。また、米国の金融改革の動向が、景気や金融市場に与える影響の面で
変動要因となっています。

　生命保険業界におきましては、商品の複雑化やチャネルの多様化が進むなか、生命保険の信頼性を確保するため、保
険会社にはより一層のお客さま保護と利便性の向上が求められています。また、保険会社を取り巻くリスクの多様化・複雑
化を踏まえて、リスク管理の高度化を図り、財務の健全性を維持することが求められています。

　こうしたなか、当社は傘下の生命保険子会社の経営管理を行う保険持株会社として、次のような取組みを行っています。

1. 保険持株会社としての基本的な取組み
　当社は、傘下の生命保険子会社の特徴を活かし、その強みを伸ばすことで、当グループ全体の企業価値の向上を図る
ことを基本としています。当事業年度におきましても、生命保険子会社各社の自主性を尊重しつつ、経営管理、リスク管
理、法令等遵守等の分野を中心に、グループとしての方針を示しながら、生命保険子会社の態勢及び業務の状況をモニ
タリングし、助言及び支援を行う経営管理業務の提供に努めました。また、経営管理業務の提供とともに、グループの経
営資源を効率的に活用しつつ、生命保険子会社の健全性を確保するなど、当グループの持続的成長に向けた基盤の整備
を図っています。

　他方、究極の親会社であるプルデンシャル・ファイナンシャル・インクが、金融安定理事会（FSB）からグローバルなシステ
ム上重要な保険会社（G-SII）に、米国金融安定監督評議会（FSOC）からドッド・フランク法（The Dodd-Frank Wall Street 
Reform and Consumer Protection Act）に規定するシステム上重要な金融機関（SIFI）に指定されています。国際的な
金融規制改革の流れのなかで、当社においてもさまざまな取組みが求められており、生命保険子会社と連携しながら適切
な対応を図っています。

　今後につきましては、生命保険子会社に提供する経営管理業務を通じて、当グループの経営管理態勢、リスク管理態
勢、法令等遵守態勢等の一層の整備を図るとともに、適切な自己資本管理等を通じて、当グループの企業価値の向上、グ
ループとしての持続的な成長を図ってまいります。

2. 生命保険子会社等の主な取組み
　当社傘下の生命保険子会社では、お客さまお一人おひとりに経済的な保障と心の平和をお届けし、お客さまから最も信
頼される会社になることを目指して、各社の特徴・強みを活かしながら、生命保険サービスの充実に努めています。

　プルデンシャル生命保険株式会社は、ライフプランナーを通じて、お客さまお一人おひとりに最適な生命保険サービス
を提供しています。当事業年度におきましては、引き続きライフプランナー体制の強化を図るとともに、お客さまのニー
ズにお応えするため、保険金即日支払サービスの上限拡大やドナー・ニーズ・ベネフィット（骨髄ドナー給付）の給付範囲拡
大など、保険金等支払関連サービスの拡充に取り組みました。

　ジブラルタ生命保険株式会社は、ライフプラン・コンサルタント及び一般代理店等を通じて生命保険サービスを提供し、
死亡保障を中心としたお客さまの幅広いニーズにお応えしています。当事業年度におきましては、介護保障付終身保険や
医療保険、豪ドル建年金支払型積立保険を発売し、商品ラインナップの拡充を図るとともに、保険金支払関連サービスの
拡充等に取り組みました。

　PGF生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社）は、バンカシュアランスの専業会社として提
携金融機関等とともに、お客さまの死亡保障及び生存保障ニーズに幅広くお応えしています。当事業年度におきましては、
高齢化の進展によって高まる介護保障ニーズにお応えできるよう、介護年金や介護保険金関連の商品を発売し、商品ライ
ンナップを充実させるとともに、引き続き代理店サポート体制の拡充等に取り組みました。

　生命保険子会社各社による上記の取組みの結果、当事業年度における連結業績は、保険料等収入2兆1,157億円（前年
度比4.2％増）を含め経常収益が3兆869億円（前年度比13.6％増）、経常利益が1,280億円（前年度比7.7％増）、当期純利
益が281億円（前年度比25.0％減）となりました。また、当事業年度末の総資産は15兆1,381億円（前年度末比8.9％増）、
連結ソルベンシー・マージン比率は867.0％となりました。

　プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会社及びPGF生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナン
シャル生命保険株式会社）の各社は、スタンダード・アンド・プアーズ社（S&P）の平成27年5月末現在の保険財務力格付で
それぞれ「AA-」を得ており、保険契約債務を履行する能力は非常に高いと評価されています。
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	 直近の5連結会計年度における主要な業務の状況を示す指標2
（単位：百万円）

項　　目 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
経常収益 1,342,193 2,139,535 3,372,667 2,718,371 3,086,902 
経常利益 69,402 74,217 140,972 118,889 128,009 
当期純利益 33,445 18,056 50,025 37,523 28,134 
包括利益 41,588 44,781 134,984 26,973 108,271 
純資産額 261,947 340,379 456,966 479,880 585,858 
総資産額 10,848,142 11,376,199 13,127,794 13,895,181 15,138,137 

連結ソルベンシー・マージン比率 － 614.2% 769.3% 826.6% 867.0%
（注） 平成23年度より連結ソルベンシー・マージン比率を記載しております。
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保険持株会社及びその子会社等の財産の状況Ⅳ

	 連結貸借対照表1
� （単位：百万円）

年　　度

科　　目

平成25年度 
（平成26年3月31日現在）

平成26年度
（平成27年3月31日現在）

金　　額 金　　額
（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金 193,126 241,248
コ ー ル ロ ー ン 52,100 42,500
買 入 金 銭 債 権 91,825 77,095
金 銭 の 信 託 1,795 2,044
有 価 証 券 12,273,929 13,238,311
貸 付 金 754,549 1,015,680
有 形 固 定 資 産 130,240 129,392

土 地 74,579 74,467
建 物 49,467 47,675
リ ー ス 資 産 3,164 2,945
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 3,029 4,303

無 形 固 定 資 産 100,807 94,612
ソ フ ト ウ ェ ア 14,130 17,698
の れ ん 83,707 73,946
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 2,968 2,967

再 保 険 貸 11,174 16,483
そ の 他 資 産 189,833 204,339
退 職 給 付 に 係 る 資 産 1,947 897
繰 延 税 金 資 産 95,321 76,841
貸 倒 引 当 金 △1,469 △1,310
資 産 の 部 合 計 13,895,181 15,138,137

(負債の部）
保 険 契 約 準 備 金 12,785,307 13,758,669

支 払 備 金 75,567 75,479
責 任 準 備 金 12,669,874 13,646,056
契 約 者 配 当 準 備 金 39,865 37,133

再 保 険 借 25,393 30,921
そ の 他 負 債 388,690 501,539
退 職 給 付 に 係 る 負 債 89,517 91,203
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,779 1,968
特 別 法 上 の 準 備 金 124,613 167,976

価 格 変 動 準 備 金 124,613 167,976
負 債 の 部 合 計 13,415,301 14,552,278

（純資産の部）
資 本 金 47,105 47,105
資 本 剰 余 金 96,334 96,334
利 益 剰 余 金 163,269 189,110
株 主 資 本 合 計 306,708 332,550
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 148,469 247,229
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △9,733 △32,326
退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額 △4,059 △1,704
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 合 計 134,675 213,197
少 数 株 主 持 分 38,495 40,110
純 資 産 の 部 合 計 479,880 585,858
負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 13,895,181 15,138,137
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	 連結損益計算書及び連結包括利益計算書2
1. 連結損益計算書� （単位：百万円）

年　　度

科　　目

平成25年度
⎛平成25年4月1日から⎞
⎝平成26年3月31日まで⎠

平成26年度
⎛平成26年4月1日から⎞
⎝平成27年3月31日まで⎠

金　　額 金　　額
経 　 　 常 　 　 収 　 　 益 2,718,371 3,086,902
保 険 料 等 収 入 2,030,773 2,115,710
資 産 運 用 収 益 670,106 957,054
利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 364,322 395,105
有 価 証 券 売 却 益 23,659 12,485
有 価 証 券 償 還 益 5,624 7,300
為 替 差 益 252,797 498,347
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 533 45
そ の 他 運 用 収 益 1,926 3,384
特 別 勘 定 資 産 運 用 益 21,242 40,385

そ の 他 経 常 収 益 17,491 14,136
経 　 　 常 　 　 費 　 　 用 2,599,482 2,958,893
保 険 金 等 支 払 金 1,349,012 1,416,745
保 険 金 261,198 260,188
年 金 128,686 135,301
給 付 金 195,975 193,569
解 約 返 戻 金 526,771 586,229
再 保 険 払 戻 金 30 31
そ の 他 返 戻 金 23,578 20,870
再 保 険 料 212,770 220,555

責 任 準 備 金 等 繰 入 額 796,513 976,222
支 払 備 金 繰 入 額 1,234 －
責 任 準 備 金 繰 入 額 795,236 976,182
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額 42 39

資 産 運 用 費 用 109,352 202,004
支 払 利 息 5,185 3,099
有 価 証 券 売 却 損 9,612 1,413
有 価 証 券 評 価 損 4,351 648
有 価 証 券 償 還 損 680 897
金 融 派 生 商 品 費 用 83,724 190,650
貸 付 金 償 却 0 0
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費 1,933 1,762
そ の 他 運 用 費 用 3,864 3,532

事 業 費 304,191 316,886
そ の 他 経 常 費 用 40,412 47,033

経 　 　 常 　 　 利 　 　 益 118,889 128,009
特 　 　 別 　 　 利 　 　 益 7,752 262
固 定 資 産 等 処 分 益 7,735 230
そ の 他 特 別 利 益 17 31

特 　 　 別 　 　 損 　 　 失 44,965 43,804
固 定 資 産 等 処 分 損 1,097 400
減 損 損 失 185 17
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 43,359 43,362
そ の 他 特 別 損 失 322 22

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額 12,373 11,263
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 69,303 73,203
法 人 税 及 び 住 民 税 等 11,611 50,398
法 人 税 等 調 整 額 18,553 △6,944
法 人 税 等 合 計 30,165 43,454
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 39,138 29,749
少 数 株 主 利 益 1,615 1,615
当 期 純 利 益 37,523 28,134

2. 連結包括利益計算書	 � （単位：百万円）
年　　度

科　　目

平成25年度
⎛平成25年4月1日から⎞
⎝平成26年3月31日まで⎠

平成26年度
⎛平成26年4月1日から⎞
⎝平成27年3月31日まで⎠

金　　額 金　　額
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 39,138 29,749
そ の 他 の 包 括 利 益 △12,164 78,521
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △7,529 98,759
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4,634 △22,593
退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 － 2,355

包 括 利 益 26,973 108,271
親 会 社 株 主 に 係 る 包 括 利 益 25,358 106,655
少 数 株 主 に 係 る 包 括 利 益 1,615 1,615
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	 連結キャッシュ・フロー計算書3
（単位：百万円）

年　　度

科　　目

平成25年度
⎛平成25年4月1日から⎞
⎝平成26年3月31日まで⎠

平成26年度
⎛平成26年4月1日から⎞
⎝平成27年3月31日まで⎠

金　　額 金　　額
営業活動によるキャッシュ・フロ－

税金等調整前当期純利益（△は損失） 69,303 73,203
賃貸用不動産等減価償却費 1,933 1,762
減価償却費 7,903 7,971
減損損失 185 17
のれん償却額 10,143 9,761
支払備金の増減額（△は減少） 1,234 △88
責任準備金の増減額（△は減少） 795,236 976,182
契約者配当準備金積立利息繰入額 42 39
契約者配当準備金繰入額 12,373 11,263
貸倒引当金の増減額（△は減少） △533 △45
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,695 2,778
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 189
価格変動準備金の増減額（△は減少） 43,359 43,362
利息及び配当金等収入 △364,322 △395,105
有価証券関係損益（△は益） 47,024 132,803
支払利息 5,185 3,099
為替差損益（△は益） △252,797 △498,347
有形固定資産関係損益（△は益） △6,727 147
貸付金債権関係損益（△は益） △2,891 △2,628
再保険貸の増減額（△は増加） △1,385 △5,309
その他資産（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は増加） △13,446 △9,818
再保険借の増減額（△は減少） 1,807 5,528
その他負債（除く投資活動関連・財務活動関連）の増減額（△は減少） △10,351 11,045
その他 187 2,128
　　　小　　　 計 345,157 369,941
利息及び配当金等の受取額 352,153 376,312
利息の支払額 △6,280 △3,784
契約者配当金等の支払額 △15,189 △14,026
法人税等の支払額 △31,363 △21,826

営業活動によるキャッシュ・フロー 644,478 706,617
投資活動によるキャッシュ・フロー

買入金銭債権の取得による支出 △1,500 －
買入金銭債権の売却・償還による収入 16,967 14,896
有価証券の取得による支出 △4,619,197 △4,377,011
有価証券の売却・償還による収入 4,146,533 4,099,747
貸付けによる支出 △218,297 △338,194
貸付金の回収による収入 148,514 148,264
その他 △92,338 △113,907
　　　　　資産運用活動計 △619,318 △566,205
　　（営業活動及び資産運用活動計） 25,159 140,411
有形固定資産の取得による支出 △5,570 △7,846
有形固定資産の売却による収入 19,933 597
非連結子会社株式の取得による支出 － △300
その他 △3,213 △5,581

投資活動によるキャッシュ・フロー △608,168 △579,335
財務活動によるキャッシュ・フロー

借入れによる収入 32,500 5,305
借入金の返済による支出 △97,400 △93,286
その他 － △223

財務活動によるキャッシュ・フロー △64,900 △88,204
現金及び現金同等物に係る換算差額 311 △306
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △28,278 38,771
現金及び現金同等物期首残高 275,300 247,021
現金及び現金同等物期末残高 247,021 285,792
（注）	 ‌�現金及び現金同等物の範囲は、現金、要求払預金、コールローン及び取得日から満期日又は償還日までの期間が3ヵ月以内の容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資です。
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	 連結株主資本等変動計算書4
平成25年度

⎛平成25年4月1日から⎞
⎝平成26年3月31日まで⎠ � （単位：百万円）

区分

株主資本 その他の包括利益累計額

少数株主
持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

退職
給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 47,105 96,334 126,912 270,352 155,999 △5,099 △1,167 − 149,733 36,880 456,966

当期変動額
当期純利益 37,523 37,523 37,523

土地再評価差額金の取崩 △1,167 △1,167 △1,167
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △7,529 △4,634 1,167 △4,059 △15,057 1,615 △13,442

当期変動額合計 − − 36,356 36,356 △7,529 △4,634 1,167 △4,059 △15,057 1,615 22,914

当期末残高 47,105 96,334 163,269 306,708 148,469 △9,733 − △4,059 134,675 38,495 479,880

平成26年度
⎛平成26年4月1日から⎞
⎝平成27年3月31日まで⎠ � （単位：百万円）

区分

株主資本 その他の包括利益累計額

少数株主
持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金

株主資本
合計

その他
有価証券
評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

土地
再評価
差額金

退職
給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 47,105 96,334 163,269 306,708 148,469 △9,733 − △4,059 134,675 38,495 479,880
会計方針の変更による累積
的影響額 △2,292 △2,292 △2,292

会計方針の変更を反映した
当期首残高 47,105 96,334 160,976 304,416 148,469 △9,733 − △4,059 134,675 38,495 477,587

当期変動額
当期純利益 28,134 28,134 28,134
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 98,759 △22,593 2,355 78,521 1,615 80,137

当期変動額合計 − − 28,134 28,134 98,759 △22,593 − 2,355 78,521 1,615 108,271
当期末残高 47,105 96,334 189,110 332,550 247,229 △32,326 − △1,704 213,197 40,110 585,858
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	 連結財務諸表の作成方針5
平成25年度 平成26年度

（1）連結の範囲に関する事項
連結される子会社及び子法人等数 ６社
　連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険
株式会社、ジブラルタ生命保険株式会社、プルデンシャル ジブ
ラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、ファイナンシャル・ア
シュアランス・ジャパン株式会社、ロックウッド・ベンチャー・ワン・
エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合及びプルデン
シャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投
資事業有限責任組合であります。
　非連結の子会社及び子法人等は、東邦信用保証株式会社その
他３社であります。
　非連結の子会社及び子法人等は、総資産、売上高、当期損益
及び利益剰余金の観点からみて、いずれもそれぞれ小規模であ
り、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を
妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除いており
ます。

（2）持分法の適用に関する事項
　非連結の子会社及び子法人等については、それぞれ連結損益
及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないので、持分法を適用しておりません。

（3）連結される子会社及び子法人等の当連結会計年度の末日等に
関する事項
　連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワ
ン・エルエルシー (日本支店)を営業者とする匿名組合及びプルデ
ンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン
投資事業有限責任組合の決算日は１２月３１日であり、当連結会計
年度の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して連
結しております。ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式
会社の決算日は２月２８日であり、同日現在の財務諸表を使用し、
連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な
調整を行っております。

（4）のれんの償却に関する事項
　のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行って
おります。

（1）連結の範囲に関する事項
連結される子会社及び子法人等数 ６社
　連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険
株式会社、ジブラルタ生命保険株式会社、プルデンシャル ジブ
ラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、ファイナンシャル・ア
シュアランス・ジャパン株式会社、ロックウッド・ベンチャー・ワン・
エルエルシー（日本支店）を営業者とする匿名組合及びプルデン
シャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投
資事業有限責任組合であります。
　非連結の子会社及び子法人等は、クリスタル・リアルティ有限
会社を営業者とする匿名組合その他３社であります。
　非連結の子会社及び子法人等は、総資産、売上高、当期損益
及び利益剰余金の観点からみて、いずれもそれぞれ小規模であ
り、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を
妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除いており
ます。

（2）持分法の適用に関する事項
　非連結の子会社及び子法人等については、それぞれ連結損益
及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重
要性がないので、持分法を適用しておりません。

（3）連結される子会社及び子法人等の当連結会計年度の末日等に
関する事項
　連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワ
ン・エルエルシー (日本支店)を営業者とする匿名組合及びプルデ
ンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン
投資事業有限責任組合の決算日は１２月３１日であり、当連結会計
年度の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用して連
結しております。ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式
会社の決算日は２月２８日であり、同日現在の財務諸表を使用し、
連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な
調整を行っております。

（4）のれんの償却に関する事項
　のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行って
おります。
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	 注記事項6
注記事項（連結貸借対照表関係）

平成25年度 平成26年度

1. 会計方針に関する事項
（1）有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものも含む）
の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算
定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法
による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債
券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債
券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式
（保険業法第２条第１２項に規定する子会社及び保険業法施行令
第１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いた
ものが発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券
のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基づく
時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが
極めて困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額
と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法によ
る償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平
均法による原価法によっております。その他有価証券の評価差額
については、全部純資産直入法により処理しております。なお、
ジブラルタ生命保険株式会社の外貨建その他有価証券のうち債
券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る
換算差額を評価差額とし、それ以外の差額については為替差損益
として処理しております。

（2）デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

（3）有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっておりま
す。
・有形固定資産（リース資産を除く）
　�定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設
備、構築物を除く）については定額法）を採用しております。

・リース資産
　�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　�リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

（4）外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しており
ます。

（5）貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
　破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生して
いる債務者（以下「破綻先」という）に対する債権及び実質的に経営
破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権
については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して
おります。

1. 会計方針に関する事項
（1）有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものも含む）
の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算
定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法
による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債
券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士
協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債
券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式
（保険業法第２条第１２項に規定する子会社及び保険業法施行令
第１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いた
ものが発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券
のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基づく
時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが
極めて困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額
と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法によ
る償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平
均法による原価法によっております。その他有価証券の評価差額
については、全部純資産直入法により処理しております。なお、
ジブラルタ生命保険株式会社及びプルデンシャル ジブラルタ 
ファイナンシャル生命保険株式会社の外貨建その他有価証券のう
ち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に
係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差額については為替差
損益として処理しております。

（2）デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

（3）有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっておりま
す。
・有形固定資産（リース資産を除く）   
　�定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設
備、構築物を除く）については定額法）を採用しております。

・リース資産
　�所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　�リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

（4）外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しており
ます。

（5）貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則
り、次のとおり計上しております。
　破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生して
いる債務者（以下「破綻先」という）に対する債権及び実質的に経営
破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権
については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上して
おります。
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　また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥
る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）
に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま
す。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確
率に債権額を乗じた額及び過去の一定期間における貸倒実績等か
ら算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が
資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結
果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ
いては、債権額から担保の評価額及び保証等による回収が可能と
認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から
直接減額表示しており、その金額は６４６百万円であります。

（6）退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年
金資産の額を控除した額を計上しております。
　ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度について
は、退職給付に係る資産を計上しております。
　退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりです。

退職給付見込額の期間帰属方法 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度より
5年～10年

過去勤務費用の処理年数
5年又は10年もしく
は発生年度における
一括費用処理

会計基準変更時差異の処理年数 15年

　なお、親会社である当社は、退職給付債務の算定にあたり、
簡便法を採用しております。

（7）役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支払い
に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度末において発生
したと認められる額を計上しております。

（8）価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出し
た額を計上しております。

（9）ヘッジ会計の方法は、企業会計基準第１０号「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会）に従い、外貨建債券に対する
為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、及
び外貨建債券のキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジ及び
為替の振当処理を行っております。

　また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥
る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）
に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しておりま
す。
　上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確
率に債権額を乗じた額及び過去の一定期間における貸倒実績等か
ら算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が
資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結
果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等につ
いては、債権額から担保の評価額及び保証等による回収が可能と
認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から
直接減額表示しており、その金額は３６１百万円であります。

（6）退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年
金資産の額を控除した額を計上しております。
　ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度について
は、退職給付に係る資産を計上しております。
　退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりです。

退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準

数理計算上の差異の処理年数 翌連結会計年度より
5年～10年

過去勤務費用の処理年数
5年又は10年もしく
は発生年度における
一括費用処理

　なお、親会社である当社は、退職給付債務の算定にあたり、
簡便法を採用しております。

（7）役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支払い
に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度末において発生
したと認められる額を計上しております。

（8）価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出し
た額を計上しております。

（9）ヘッジ会計の方法は、企業会計基準第１０号「金融商品に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会）に従い、外貨建債券等に対す
る為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、
及び外貨建債券等のキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジ
及び為替の振当処理を行っております。
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　なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ
手段のキャッシュ・フローの総額または時価変動を比較する比率
分析によっております。

（10）消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
ります。ただし、資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法
に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で
均等償却し、繰延消費税等以外のものについては当連結会計年
度に費用処理しております。

（11）責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金で
あり、保険料積立金については、次の金額を積み立てております。

（プルデンシャル生命保険株式会社）
①　標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定
める方式（平成８年大蔵省告示第４８号）
②　標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純
保険料式

（ジブラルタ生命保険株式会社）
①　標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定
める方式（平成８年大蔵省告示第４８号）
②　標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純
保険料式
　なお、将来にわたっての健全性を確保するための追加責任準備
金を３，７６１百万円積み立てております。

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社）
　保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チ
ルメル式及び全期チルメル式により計算しております。なお、上
記の方法により計算された金額のほか、標準責任準備金積立に向
け８７２百万円を積み立てております。

（12）無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価
償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っておりま
す。

　なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ
手段のキャッシュ・フローの総額又は時価変動を比較する比率分
析によっております。

（10）消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお
ります。ただし、資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法
に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で
均等償却し、繰延消費税等以外のものについては当連結会計年
度に費用処理しております。

（11）責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金で
あり、保険料積立金については、次の方式により計算した金額を
積み立てております。

（プルデンシャル生命保険株式会社）
①　標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定
める方式（平成８年大蔵省告示第４８号）
②　標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純
保険料式

（ジブラルタ生命保険株式会社）
①　標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定
める方式（平成８年大蔵省告示第４８号）
②　標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純
保険料式
　なお、保険業法施行規則第６９条第５項の規定に基づき、一部
の個人保険契約及び個人年金保険契約について、追加責任準備
金を２５，９２２百万円積み立てております。追加責任準備金は、昨
今の社会経済環境を考慮した長期的な収支の状況に照らし、財務
基盤の強化及び将来にわたる健全性の確保を目的として、当年度
において追加積立てを行っております。これにより、追加積立て
を行わなかった場合に比べ、責任準備金繰入額は２１，７０２百万円
増加し、経常利益及び税金等調整前当期純利益は同額減少して
おります。

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社）
　保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チ
ルメル式及び全期チルメル式により計算しております。なお、上
記の方法により計算された金額のほか、標準責任準備金積立に向
け２，９２０百万円を積み立てております。

（12）無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価
償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っておりま
す。
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2. 会計上の変更
（1）ジブラルタ生命保険株式会社の外貨建その他有価証券のうち
債券の換算差額については、従来、全部純資産直入法により処
理する方法を採用してきましたが、当連結会計年度より外国通貨
による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以外の差
額については為替差損益として処理する方法に会計方針を変更し
ております。
　ジブラルタ生命保険株式会社では、昨年度来の為替相場の円
安進行の影響を受けて、外貨建保険商品の保有状況が変化した
ことに伴い、当連結会計期間中において外貨建保険商品に対す
る資産運用方針を変更いたしました。この結果、外貨建その他有
価証券の比重が高まったことによる資産と負債の換算方法の差か
ら生じる期間損益の歪みを軽減し、当企業集団の財務状況を適切
に開示するため、平成２５年１０月１日において会計方針の変更を
行ったものであります。
　当該会計方針の変更並びに関連するヘッジ会計への影響は遡
及適用され、これらに伴う累積的影響額は当連結会計年度の期首
の純資産の帳簿価額に反映されております。この結果、連結株
主資本等変動計算書の利益剰余金の遡及適用後の当期首残高は
４，４８３百万円減少しております。

（2）企業会計基準第２６号「退職給付に関する会計基準」（企業会計
基準委員会。以下「退職給付会計基準」という。）及び企業会計基
準適用指針第２５号「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連
結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第３５項本文
及び退職給付適用指針第６７項本文に掲げられた定めを除く。）、
退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負
債（ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度について
は、退職給付に係る資産）に計上する方法に変更し、未認識数理
計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債及
び退職給付に係る資産に計上しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第
３７項に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度末
において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の
退職給付に係る調整累計額に加減しております。
　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る資産
が１，９４７百万円、退職給付に係る負債が８９，５１７百万円計上され
ております。また、その他の包括利益累計額が４，０５９百万円減
少しております。なお、 １株当たりの純資産額は４，４５６，６２５円９３
銭減少しております。

2. 会計上の変更
　当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計
基準第２６号）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第２５号）に基づき、退職給付見込額の期間帰
属方法を期間定額基準から給付算定式基準に変更しております。
　これに伴い、当連結会計年度の期首の利益剰余金が	
２，２９２百万円減少しております。また、当連結会計年度の経常利
益及び税金等調整前当期純利益は１１８百万円増加しております。
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3. 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する
事項
(1)金融商品の状況に関する事項
　保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である
一般勘定の資産運用は、ALM（資産負債総合管理）の観点から保
険負債の特性にマッチする運用資産への投資を行っております。
具体的には、安定したキャッシュ・フローが得られる国債や信用度
の高い発行体に対する確定利付資産を運用の中心に置き、その
他の確定利付資産・株式・不動産などへの投資を限定的に実行す
ることで総合収益の向上を図っております。なお、外貨建保険負
債に対応するものを除いて、外貨建公社債については、原則とし
て、為替ヘッジを行っております。
　デリバティブ取引に関しては、(a)運用資産に係る市場リスク、
(b)運用資産に係る信用リスク、(c)ALM上の金利リスクの各リス
クのヘッジを目的として、先物為替予約、通貨スワップ、通貨オ
プション、金利スワップ、金利スワップション及びクレジット・デフォ
ルト・スワップを行っております。
　なお、主な金融商品として、有価証券は市場リスク及び信用リ
スク、貸付金は信用リスク、デリバティブ取引は市場リスク及び
信用リスクに晒されております。
　市場リスクの管理にあたっては、バリュー・アット・リスク(VaR)
を用いて、その他有価証券として保有する金融商品の市場リスク
量を計測しております。
　信用リスクの管理に関しては、集中リスクに留意した保有限度
額の設定と遵守状況のモニタリング・報告、与信を伴う投融資の
個別案件（投資一任契約に基づき行われる運用等は除く）ごとの審
査・信用調査、VaRを用いた信用リスク量の計測等を行っており
ます。
　また、リスク管理規程等において定められたリスク・リミットと
VaRによるリスク量との比較等の規程の遵守状況を定期的に取締
役会等に報告しております。
　デリバティブの内包するリスクは、市場リスクについては、現
物資産と合わせて一元的に管理しております。信用リスクのう
ち、デリバティブ取引の決済の確実性に関わるカウンター・パー
ティー・リスクの管理については、信用度の高い取引先を選定す
ることで行っております。
　特別勘定の資産運用にあたっては、国内外の株式・国内外の公
社債・その他の有価証券等を運用対象に分散投資を図り、特別勘
定資産の着実な成長と中長期的観点にたった収益の確保を目指し
ております。また、リスク分散の観点から、少数銘柄に偏ること
なく、資産種類（株式・債券・外国証券・その他の有価証券等）及
びそれぞれの資産毎での分散投資を心掛け、バランスのとれた
運用を行っております。

3. 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する
事項
(1)金融商品の状況に関する事項
　保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定以外の勘定である
一般勘定の資産運用は、ALM（資産負債総合管理）の観点から保
険負債の特性にマッチする運用資産への投資を行っております。
具体的には、安定したキャッシュ・フローが得られる国債や信用度
の高い発行体に対する確定利付資産を運用の中心に置き、その
他の確定利付資産・株式・不動産などへの投資を限定的に実行す
ることで総合収益の向上を図っております。なお、外貨建保険負
債に対応するものを除いて、外貨建公社債等については、原則と
して、為替ヘッジを行っております。
　デリバティブ取引に関しては、(a)運用資産に係る市場リスク、
(b)運用資産に係る信用リスク、(c)ALM上の金利リスクの各リス
クのヘッジを目的として、先物為替予約、通貨スワップ、通貨オ
プション、金利スワップ、金利スワップション及びクレジット・デフォ
ルト・スワップを行っております。
　なお、主な金融商品として、有価証券は市場リスク及び信用リ
スク、貸付金は信用リスク、デリバティブ取引は市場リスク及び
信用リスクに晒されております。
　市場リスクの管理にあたっては、バリュー・アット・リスク(VaR)
を用いて、その他有価証券として保有する金融商品の市場リスク
量を計測しております。
　信用リスクの管理に関しては、集中リスクに留意した保有限度
額の設定と遵守状況のモニタリング・報告、与信を伴う投融資の
個別案件（投資一任契約に基づき行われる運用等は除く）ごとの審
査・信用調査、VaRを用いた信用リスク量の計測等を行っており
ます。
　また、統合的リスク管理規程等において定められたリスク・リミッ
トとVaRによるリスク量との比較等の規程の遵守状況を定期的に
執行役員会等に報告しております。
　デリバティブの内包するリスクは、市場リスクについては、現
物資産と合わせて一元的に管理しております。信用リスクのう
ち、デリバティブ取引の決済の確実性に関わるカウンター・パー
ティー・リスクの管理については、信用度の高い取引先を選定す
ることで行っております。
　特別勘定の資産運用にあたっては、国内外の株式・国内外の公
社債・その他の有価証券等を運用対象に分散投資を図り、特別勘
定資産の着実な成長と中長期的観点にたった収益の確保を目指し
ております。また、リスク分散の観点から、少数銘柄に偏ること
なく、資産種類（株式・債券・外国証券・その他の有価証券等）及
びそれぞれの資産毎での分散投資を心掛け、バランスのとれた
運用を行っております。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
　主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、
時価及びこれらの差額については次のとおりであります。
� （単位：百万円）

連結貸借
対照表
計上額

時価 差額

現金及び預貯金
193,126 193,126 −

コールローン
52,100 52,100 −

買入金銭債権
満期保有目的の債券 67,095 71,528 4,433
その他有価証券 24,730 24,730 −

有価証券
売買目的有価証券 206,053 206,053 −
満期保有目的の債券 383,054 411,115 28,061
責任準備金対応債券 8,954,163 9,683,192 729,029
その他有価証券 2,704,964 2,704,964 −

貸付金
保険約款貸付 241,535 241,535 −
一般貸付 513,013 556,219 43,205
貸倒引当金 △618 − −

753,930 797,754 43,823
金融派生商品
ヘッジ会計が適用され
ていないもの (5,544) (5,544) −
ヘッジ会計が適用され
ているもの (48,590) (48,590) −

（借入金）
(186,139) (197,664) △11,524

・貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除
しております。
・デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示
しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示して
おります。
・負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
①現預金及びコールローンは全て短期であるため、時価は帳簿
価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

②有価証券(買入金銭債権のうち企業会計基準第１０号「金融商品
に関する会計基準」(企業会計基準委員会)に基づく有価証券とし
て取扱うものを含む)
・市場価格のある有価証券
　３月末日の市場価格等によっております。
・市場価格のない有価証券
　合理的に算定された価額による評価を行っております。
　なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株
式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成
されているものについては、有価証券に含めておりません。
　当該非上場株式の当連結会計年度末における連結貸借対照表
計上額は、８９４百万円、組合出資金等の当連結会計年度末にお

（2）金融商品の時価等に関する事項
　主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、
時価及びこれらの差額については次のとおりであります。
� （単位：百万円）

連結貸借
対照表
計上額

時価 差額

現金及び預貯金
241,248 241,248 −

コールローン
42,500 42,500 −

買入金銭債権
満期保有目的の債券 56,003 60,296 4,292
その他有価証券 21,091 21,091 −
有価証券	
売買目的有価証券 247,592 247,592 −
満期保有目的の債券 332,184 381,626 49,442
責任準備金対応債券 9,488,276 10,796,007 1,307,730
その他有価証券 3,150,148 3,150,148 −

貸付金
保険約款貸付 259,189 259,189 −
一般貸付 756,491 819,730 63,238
貸倒引当金 △543 − −

1,015,137 1,078,919 63,782
金融派生商品
ヘッジ会計が適用され
ていないもの (48,057) (48,057) −
ヘッジ会計が適用され
ているもの (161,499) (161,499) −

（借入金）
(98,159) (106,540) △8,381

・貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除
しております。
・デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示
しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で示して
おります。
・負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
①現金及び預貯金
　全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。
②コールローン
　全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。
③有価証券(買入金銭債権のうち企業会計基準第１０号「金融商品
に関する会計基準」(企業会計基準委員会)に基づく有価証券とし
て取扱うものを含む)
・市場価格のある有価証券
　３月末日の市場価格等によっております。
・市場価格のない有価証券
　合理的に算定された価額による評価を行っております。
　なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株
式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成
されているものについては、有価証券に含めておりません。
　当該非上場株式の当連結会計年度末における連結貸借対照表
計上額は、５４３百万円、組合出資金等の当連結会計年度末にお
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ける連結貸借対照表計上額は２４，７９９百万円であります。

③貸付金
　保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなど
の特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利
条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた
め、帳簿価額を時価としております。
　一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッ
シュ・フローを割引いて現在価値を計算して時価としております。
また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、
その時価を使用しております。貸倒懸念債権については資産査定
において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金
を差し引いた金額を時価としております。
　個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき
繰上返済率を織り込んだ将来見積りキャッシュ・フローを割引い
て、現在価値を計算して時価としております。
　割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用ス
プレッド等を上乗せして設定しております。
④金融派生商品
　為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利
スワップ取引、金利スワップション取引及びクレジット・デフォルト・
スワップ取引の時価については、取引先金融機関から提示された
価格によっております。
⑤借入金
　借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利
回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率で割引いて現在価値
を計算して時価としております。

4. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に
関する事項
　一部の連結子会社及び子法人では、東京都その他の地域にお
いて賃貸等不動産を保有しております。当連結会計年度末にお
ける当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は９２，１３５百万円、
時価は１１８，１２８百万円であります。なお、時価の算定にあたっ
ては、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づき社
外の不動産鑑定士が算定した金額（自社で指標等を用いて調整を
加えたものを含む）であります。その他の重要性が乏しい物件に
ついては、土地は相続税評価額、建物は適正な帳簿価額の合算
額を時価としております。
　また、賃貸等不動産の連結貸借対照表価額に含まれている資
産除去債務に対応する額は８０百万円であります。

ける連結貸借対照表計上額は１９，２６５百万円、子会社株式の当連
結会計年度末における連結貸借対照表計上額は３００百万円であ
ります。
④貸付金
　保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなど
の特性により返済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利
条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた
め、帳簿価額を時価としております。
　一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッ
シュ・フローを割引いて現在価値を計算して時価としております。
また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、
その時価を使用しております。貸倒懸念債権については資産査定
において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金
を差し引いた金額を時価としております。
　個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき
繰上返済率を織り込んだ将来見積りキャッシュ・フローを割引い
て、現在価値を計算して時価としております。
　割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用ス
プレッド等を上乗せして設定しております。
⑤金融派生商品
　為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利
スワップ取引、金利スワップション取引及びクレジット・デフォルト・
スワップ取引の時価については、取引先金融機関から提示された
価格によっております。
⑥借入金
　借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利
回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率で割引いて現在価値
を計算して時価としております。

4. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に
関する事項
　一部の連結子会社及び子法人では、東京都その他の地域にお
いて賃貸等不動産を保有しております。当連結会計年度末にお
ける当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は９１，１５５百万円、
時価は１１８，２０１百万円であります。なお、時価の算定にあたっ
ては、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づき社
外の不動産鑑定士が算定した金額（自社で指標等を用いて調整を
加えたものを含む）であります。その他の重要性が乏しい物件に
ついては、土地は相続税評価額、建物は適正な帳簿価額の合算
額を時価としております。
　また、賃貸等不動産の連結貸借対照表価額に含まれている資
産除去債務に対応する額は７５百万円であります。
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5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３か月以上延滞債権
及び貸付条件緩和債権の合計額は６，０５２百万円であります。な
お、それぞれの内訳は以下のとおりであります。
　貸付金のうち、破綻先債権額は３２４百万円、延滞債権額は	
５，４６６百万円であります。
　上記取立不能見込額の直接減額は、破綻先債権額は０百万円、
延滞債権額は６４６百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又
は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付
金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」
という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホ
までに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている
貸付金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻
先債権および債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として
利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。
　貸付金のうち、３か月以上延滞債権はありません。
　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定
支払日の翌日を起算日として３か月以上延滞している貸付金で破
綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、２６１百万円であります。
　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返
済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもの
で、破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しない
貸付金であります。

6. 有形固定資産の減価償却累計額は４５，５１９百万円であります。

7. 特別勘定の資産の額は２１３，６８０百万円であります。
　なお、負債の額も同額であります。 

8. 繰延税金資産の総額は１９１，３０９百万円、繰延税金負債の総額
は８５，９０５百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額
として控除した額は１０，０８１百万円であります。
　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金
５４，３１５百万円、価格変動準備金３８，２６６百万円、退職給付に係
る負債２７，６２２百万円、有価証券評価損２１，００４百万円、連結会
社間内部利益消去１１，８０７百万円及び繰越欠損金６，９２６百万円
であります。
　繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の
評価差額６２，３９３百万円及び有価証券の評価の差異１４，６００百万
円であります。

9. 当連結会計年度における法定実効税率は３８．０１％であり、法
定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差
異の主な内訳はのれん償却費等永久差異５．９３％であります。

5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３か月以上延滞債権
及び貸付条件緩和債権の合計額は４，２５６百万円であります。な
お、それぞれの内訳は以下のとおりであります。
　貸付金のうち、破綻先債権額は２８４百万円、延滞債権額は	
３，７３８百万円であります。
　上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額３６１百万円で
あります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又
は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付
金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」
という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホ
までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸
付金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻
先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利
息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。
　貸付金のうち、３か月以上延滞債権はありません。
　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定
支払日の翌日を起算日として３か月以上延滞している貸付金で破
綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
　貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、２３３百万円であります。
　なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返
済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもの
で、破綻先債権、延滞債権及び３か月以上延滞債権に該当しない
貸付金であります。

6. 有形固定資産の減価償却累計額は４９，６６２百万円であります。

7. 特別勘定の資産の額は２５７，３４６百万円であります。
　なお、負債の額も同額であります。 

8. 繰延税金資産の総額は１８６，０９１百万円、繰延税金負債の総額
は１０１，７２２百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当
額として控除した額は７，５２８百万円であります。
　繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金
６１，７９３百万円、価格変動準備金４８，３２９百万円、退職給付に係
る負債２５，２５０百万円及び繰延ヘッジ損益１３，０５６百万円であり
ます。
　繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の
評価差額８５，５８４百万円であります。

9. 当連結会計年度における法定実効税率は３５．６４％であり、法
定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差
異の主な内訳はのれん償却費等永久差異１４．２８％及び税制改正
による影響１３．７６％であります。
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10. 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２６年法律第１０号）
の公布に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に適用さ
れる法定実効税率は変更になりました。この税率変更により、繰
延税金資産の金額は２，２９８百万円減少し、法人税等調整額は２，
３４０百万円増加しております。
　なお、当該法律の公布により、当社及び主要な連結子会社に
おける繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に適用される法定
実効税率は、平成２６年４月１日に開始する連結会計年度に回収又
は支払が見込まれるものについて、以下のとおり変更になってお
ります。
　(1)　当社に適用される税率
　　　　・　変更前　３８．０１％
　　　　・　変更後　３５．６４％
　(2)　プルデンシャル生命保険株式会社に適用される税率
　　　　・　変更前　３３．２０％
　　　　・　変更後　３０．７０％
　(3)　ジブラルタ生命保険株式会社に適用される税率
　　　　・　変更前　３３．２６％
　　　　・　変更後　３０．７１％
　(4)　�プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株

式会社に適用される税率
　　　　・　変更前　３３．３３％
　　　　・　変更後　３０．７８％

11. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
イ. 当連結会計年度期首現在高 42,640百万円
ロ. 当連結会計年度契約者配当金支払額 15,189百万円
ハ. 利息による増加等 42百万円
ニ. 契約者配当準備金繰入額 12,373百万円
ホ. その他による減少 2百万円
ヘ. 当連結会計年度末現在高 39,865百万円

12. 関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の出資金は
１０，６０７百万円であります。

10. 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第９号）
及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第２号）
の公布に伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に適用さ
れる法定実効税率は変更になりました。この税率変更により、繰
延税金資産の金額は４，３４４百万円減少し、法人税等調整額は
１０，０７６百万円増加しております。
　なお、当該法律の公布により、当社及び主要な連結子会社に
おける繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に適用される法定
実効税率は、以下のとおり変更になっております。
　(1)　当社に適用される税率
　　　　�　平成２７年４月１日に開始する連結会計年度に回収又は

支払が見込まれるもの
　　　　　　・　変更前　３５．６４％
　　　　　　・　変更後　３３．１０％
　　　　�　平成２８年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収

又は支払が見込まれるもの
　　　　　　・　変更前　３５．６４％
　　　　　　・　変更後　３２．３４％
　(2)　プルデンシャル生命保険株式会社に適用される税率
　　　　�　平成２７年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収

又は支払が見込まれるもの
　　　　　　・　変更前　３０．７０％
　　　　　　・　変更後　２８．７０％
　(3)　ジブラルタ生命保険株式会社に適用される税率
　　　　�　平成２７年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収

又は支払が見込まれるもの
　　　　　　・　変更前　３０．７１％
　　　　　　・　変更後　２８．７９％
　(4)　�プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株

式会社に適用される税率
　　　　�　平成２７年４月１日以後に開始する連結会計年度に回収

又は支払が見込まれるもの
　　　　　　・　変更前　３０．７８％
　　　　　　・　変更後　２８．８５％

11. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。
イ. 当連結会計年度期首現在高 39,865百万円
ロ. 当連結会計年度契約者配当金支払額 14,026百万円
ハ. 利息による増加等 39百万円
ニ. 契約者配当準備金繰入額 11,263百万円
ホ. その他による減少 9百万円
ヘ. 当連結会計年度末現在高 37,133百万円

12. 関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の株式は
３００百万円、出資金は１０，６４８百万円であります。
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13. 担保に供されている資産の額は、有価証券２１，７４６百万円で
あります。
　また、担保付き債務の額はありません。

14. １株当たりの純資産額は、４８４，５０５，４２８円００銭であります。

15.貸付金に係るコミットメントライン契約の融資未実行残高は、
２５，０１３百万円であります。

16. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護
機構に対する当連結会計年度末における今後の負担見積額は
３４，５６６百万円であります。
　なお当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理し
ます。

17. 責任準備金対応債券に係る連結貸借対照表計上額は	
８，９５４，１６３百万円、時価は９，６８３，１９２百万円であります。
（プルデンシャル生命保険株式会社）
　責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責
任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
一般勘定負債のうち①個人変額保険及び個人変額年金保険を除
く円建保険契約群及び②ユーロ建保険契約群をそれぞれ小区分
としております。また、同委員会報告における別紙の方法、すな
わち将来における一定期間内の保険収支に基づくデュレーション
を勘案した方法を採用しております。これらの保険契約群につい
て、当連結会計年度末日現在の保有契約から今後４０年以内に生
じると予測される、保険金・経費等のキャッシュ・アウトフローと
保険料の一定割合であるキャッシュ・インフローについて、それら
の金利感応度をコントロールすることにより、金利変動リスクを管
理しております。
　運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債
券のデュレーション及び資金配分を定めており、また、四半期毎
の将来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行っておりま
す。
　上述の方法を用いた将来の①円建保険契約群の保険収支の
期間は４０年、負債のデュレーションは１２．４年、将来の保険料の
デュレーションは７.８年、責任準備金対応債券のデュレーションは
１６．３年となっております。また、②ユーロ建保険契約群の保険
収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１５．０年、将来の保
険料のデュレーションは７.７年、責任準備金対応債券のデュレー
ションは１４．９年となっております。

（ジブラルタ生命保険株式会社）
　責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責
任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
一般勘定負債のうち①一般ファンド（これらと同じ負債特性を持つ
再保険契約を含む）②円建年金ファンド（これらと同じ負債特性を
持つ再保険契約を含む）③ＣＶ保険（スター）ファンド ④米ドル建保

13. 担保に供されている資産の額は、有価証券２１，７２１百万円で
あります。
　また、担保付き債務の額はありません。

14. １株当たりの純資産額は、５９９，０６４，９０３円８９銭であります。

15. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護
機構に対する当連結会計年度末における今後の負担見積額は
３６，４６１百万円であります。
　なお当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理し
ます。

16. 責任準備金対応債券に係る連結貸借対照表計上額は	
９，４８８，２７６百万円、時価は１０，７９６，００７百万円であります。
（プルデンシャル生命保険株式会社）
　責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責
任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
一般勘定負債のうち①個人変額保険及び個人変額年金保険を除
く円建保険契約群及び②ユーロ建保険契約群をそれぞれ小区分
としております。また、同委員会報告における別紙の方法、すな
わち将来における一定期間内の保険収支に基づくデュレーション
を勘案した方法を採用しております。これらの保険契約群につい
て、当連結会計年度末日現在の保有契約から今後４０年以内に生
じると予測される、保険金・経費等のキャッシュ・アウトフローと
保険料の一定割合であるキャッシュ・インフローについて、それら
の金利感応度をコントロールすることにより、金利変動リスクを管
理しております。
　運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債
券のデュレーション及び資金配分を定めており、また、四半期毎
の将来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行っておりま
す。
　上述の方法を用いた将来の①円建保険契約群の保険収支の
期間は４０年、負債のデュレーションは１４．７年、将来の保険料の
デュレーションは８．６年、責任準備金対応債券のデュレーションは
１６．４年となっております。また、②ユーロ建保険契約群の保険
収支の期間は４０年、負債のデュレーションは１７．１年、将来の保
険料のデュレーションは８．４年、責任準備金対応債券のデュレー
ションは１６．４年となっております。

（ジブラルタ生命保険株式会社）
　責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責
任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
一般勘定負債のうち①一般ファンド（これらと同じ負債特性を持つ
再保険契約を含む）②円建年金ファンド（これらと同じ負債特性を
持つ再保険契約を含む）③ＣＶ保険（スター）ファンド ④米ドル建保
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険ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑤米ドル建年
金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑥米ドル建ＩＳ
養老（スター）ファンド ⑦米ドル建ＩＳ年金（スター）ファンド ⑧ユー
ロ建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑨豪ド
ル建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）をそれ
ぞれ小区分としております。
　各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金
対応債券のデュレーションを、一定範囲内でマッチングさせること
により、金利変動リスクを管理しております。
　当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応
債券の簿価額並びにデュレーションについては、リスク管理部門
がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員
会が責任準備金対応債券への資金配分計画並びに目標デュレー
ションの見直しを定期的に行っております。
　なお、金利要因以外の要因で時価が低下した債券について、
当連結会計年度において責任準備金対応債券からその他有価証
券への振替を行っております。この結果、従来と比べて有価証券
が１８６百万円、その他有価証券評価差額金が１２９百万円増加し、
繰延税金資産が５７百万円減少しております。

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社）
　責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責
任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
一般勘定負債のうち円建保険契約群を小区分としております。
　小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対
応債券のデュレーションを、一定範囲内でマッチングさせることに
より、金利変動リスクを管理しております。
　当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応
債券の簿価額並びにデュレーションについては、リスク管理部門
がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員
会が責任準備金対応債券への資金配分計画並びに目標デュレー
ションの見直しを定期的に行っております。

18. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。

(1)採用している退職給付制度の概要
　確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職年金
制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型
の制度として確定拠出年金制度を設けております。

険ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑤米ドル建年
金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑥米ドル建ＩＳ
養老（スター）ファンド ⑦米ドル建ＩＳ年金（スター）ファンド ⑧ユー
ロ建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）⑨豪ド
ル建年金ファンド（同じ負債特性を持つ再保険契約を含む）をそれ
ぞれ小区分としております。
　各小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金
対応債券のデュレーションを、一定範囲内でマッチングさせること
により、金利変動リスクを管理しております。
　当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応
債券の簿価額並びにデュレーションについては、リスク管理部門
がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員
会が責任準備金対応債券への資金配分計画並びに目標デュレー
ションの見直しを定期的に行っております。
　なお、金利要因以外の要因で時価が低下した債券について、
当連結会計年度において責任準備金対応債券からその他有価証
券への振替を行っております。この結果、従来と比べて有価証券
が２８８百万円、その他有価証券評価差額金が２０５百万円減少し、
繰延税金資産が８３百万円増加しております。

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社）
　責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責
任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づき、
一般勘定負債のうち円建保険契約群を小区分としております。
　小区分における、責任準備金のデュレーションと責任準備金対
応債券のデュレーションを、一定範囲内でマッチングさせることに
より、金利変動リスクを管理しております。
　当該責任準備金の額並びにデュレーションと、責任準備金対応
債券の簿価額並びにデュレーションについては、リスク管理部門
がモニタリングを行っております。この結果をもとに、投資委員
会が責任準備金対応債券への資金配分計画並びに目標デュレー
ションの見直しを定期的に行っております。

17. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。

(1)採用している退職給付制度の概要
　確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、退職年金
制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型
の制度として確定拠出年金制度を設けております。
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平成25年度 平成26年度

(2)確定給付制度
①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
退職給付債務の期首残高 125,168百万円
勤務費用 7,330百万円
利息費用 1,661百万円
数理計算上の差異の当期発生額 2,636百万円
退職給付の支払額 △10,075百万円
その他 13百万円
退職給付債務の期末残高 126,736百万円

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 41,207百万円
期待運用収益 618百万円
数理計算上の差異の当期発生額 461百万円
退職給付の支払額 △3,120百万円

年金資産の期末残高 39,166百万円

③退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退
職給付に係る負債及び資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 38,554百万円
年金資産 △39,166百万円

△611百万円
非積立型制度の退職給付債務 88,181百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

87,570百万円

退職給付に係る負債 89,517百万円
退職給付に係る資産 △1,947百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

87,570百万円

④退職給付に関連する損益
勤務費用 7,330百万円
利息費用 1,661百万円
期待運用収益 △618百万円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 962百万円
過去勤務費用の当期の費用処理額 △818百万円
会計基準変更時差異の当期の費用処理額 178百万円
その他 △12百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 8,683百万円

⑤その他の包括利益等に計上された項目の内訳

(2)確定給付制度
①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
退職給付債務の期首残高 126,736百万円
会計方針の変更による累計的影響額 3,327百万円

会計方針の変更を反映した期首残高 130,063百万円
勤務費用 7,539百万円
利息費用 962百万円
数理計算上の差異の当期発生額 △1,703百万円
退職給付の支払額 △8,742百万円
その他 70百万円
退職給付債務の期末残高 128,190百万円

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 39,166百万円
期待運用収益 587百万円
数理計算上の差異の当期発生額 1,207百万円
退職給付の支払額 △3,076百万円

年金資産の期末残高 37,884百万円

③退職給付債務及び年金資産と連結貸借対照表に計上された退
職給付に係る負債及び資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 39,330百万円
年金資産 △37,884百万円

1,446百万円
非積立型制度の退職給付債務 88,859百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

90,306百万円

退職給付に係る負債 91,203百万円
退職給付に係る資産 △897百万円
連結貸借対照表に計上された
負債と資産の純額

90,306百万円

④退職給付に関連する損益
勤務費用 7,539百万円
利息費用 962百万円
期待運用収益 △587百万円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 1,209百万円
過去勤務費用の当期の費用処理額 △824百万円
会計基準変更時差異の当期の費用処理額 178百万円
その他 21百万円
確定給付制度に係る退職給付費用 8,499百万円

⑤その他の包括利益等に計上された項目の内訳
　その他の包括利益に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次
のとおりであります。
数理計算上の差異 4,120百万円
過去勤務費用 △824百万円
会計基準変更時差異 178百万円
合計 3,474百万円
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平成25年度 平成26年度

　その他の包括利益累計額に計上した項目（税効果控除前）の内
訳は次のとおりであります。
未認識数理計算上の差異 △7,872百万円
未認識過去勤務費用 2,214百万円
会計基準変更時差異の未処理額 △178百万円
合計 △5,836百万円

⑥年金資産の主な内訳
　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりで
あります。
債券 59%
生命保険一般勘定 35%
株式 5%
現金及び預金 1%
合計 100%

⑦長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予
想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産から
の現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑧数理計算上の計算基礎に関する事項
　期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであ
ります。
割引率 0.75%～ 1.70%
長期期待運用収益率 1.50%

　なお、簡便法を採用している親会社である当社の退職給付費
用は、勤務費用に計上しております。

(3)確定拠出制度
　確定拠出制度への要拠出額は、３９２百万円であります。

19. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

　その他の包括利益累計額に計上した項目（税効果控除前）の内
訳は次のとおりであります。
未認識数理計算上の差異 △3,752百万円
未認識過去勤務費用 1,389百万円
合計 △2,362百万円

⑥年金資産の主な内訳
　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりで
あります。
債券 60%
生命保険一般勘定 31%
株式 7%
現金及び預金 2%
合計 100%

⑦長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予
想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産から
の現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

⑧数理計算上の計算基礎に関する事項
　期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであ
ります。
割引率 0.74%～ 0.90%
長期期待運用収益率 1.50%

　なお、簡便法を採用している親会社である当社の退職給付費
用は、勤務費用に計上しております。

(3)確定拠出制度
　確定拠出制度への要拠出額は、４２６百万円であります。

18. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。
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注記事項（連結損益計算書関係）
平成25年度 平成26年度

1. １株当たりの当期純利益は４１，１８８，９６４円２１銭であります。

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

1. １株当たりの当期純利益は３０，８８２，５５３円２６銭であります。

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

注記事項（連結包括利益計算書関係）
平成25年度 平成26年度

1. その他の包括利益の内訳
その他有価証券評価差額金：
　当期発生額 5,734百万円
　組替調整額 △14,892百万円

税効果調整前 △9,157百万円
税効果額 1,627百万円

その他有価証券評価差額金 △7,529百万円
繰延ヘッジ損益：
　当期発生額 △6,745百万円
　組替調整額 57百万円

税効果調整前 △6,688百万円
税効果額 2,053百万円

繰延ヘッジ損益 △4,634百万円
その他の包括利益合計 △12,164百万円

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

1. その他の包括利益の内訳
その他有価証券評価差額金：
　当期発生額 146,448百万円
　組替調整額 △13,630百万円

税効果調整前 132,817百万円
税効果額 △34,057百万円

その他有価証券評価差額金 98,759百万円
繰延ヘッジ損益：
　当期発生額 △32,642百万円
　組替調整額 1,332百万円

税効果調整前 △31,309百万円
税効果額 8,716百万円

繰延ヘッジ損益 △22,593百万円
退職給付に係る調整額：
　当期発生額 2,910百万円
　組替調整額 563百万円

税効果調整前 3,474百万円
税効果額 △1,119百万円

退職給付に係る調整額 2,355百万円
その他の包括利益合計 78,521百万円

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

注記事項（連結株主資本等変動計算書関係）
平成25年度 平成26年度

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
� （単位：株）

当連結
会計年度
期首株式数

当連結
会計年度
増加株式数

当連結
会計年度
減少株式数

当連結
会計年度末
株式数

発行済株式
普通株式 911 − − 911

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項
� （単位：株）

当連結
会計年度
期首株式数

当連結
会計年度
増加株式数

当連結
会計年度
減少株式数

当連結
会計年度末
株式数

発行済株式
普通株式 911 − − 911

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。
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	 リスク管理債権の状況7
（単位：百万円）

区　　分
連結 プルデンシャル

生命保険株式会社
ジブラルタ

生命保険株式会社

プルデンシャル
ジブラルタ

ファイナンシャル
生命保険株式会社

平成25年度末 平成26年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成25年度末 平成26年度末
破綻先債権額　① 324 284 306 273 17 11 − −
延滞債権額　② 5,466 3,738 273 253 2,586 1,902 2,606 1,583
3ヵ月以上延滞債権額　③ − − − − − − − −
貸付条件緩和債権額　④ 261 233 248 233 12 − − −
合計　①＋②＋③＋④ 6,052 4,256 829 760 2,617 1,913 2,606 1,583
　（貸付残高に対する比率） （0.8%） （0.4%） （0.3%） （0.3%） （0.4%） （0.2%） （54.1%） （41.2%）

（注）	1. ‌�破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、帳簿価額から担保の評価額及び保証等による回収が可能と認められる額を控除
した残額を取立不能見込額として帳簿価額から直接減額表示しています。その金額は、平成26年度末が延滞債権額361百万円、平成25年
度末が破綻先債権額0百万円及び延滞債権額646百万円です。

	 2. ‌‌�破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等による手続き申
立てにより法的倒産となった債務者、又は手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律上の手
続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。

	 3. ‌�延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予し
たもの以外の貸付金です。

	 4. ‌�3ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3ヵ月以上遅延しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない
貸付金です。

	 5. ‌�貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

	 保険子会社の財務データ8
（プルデンシャル生命保険株式会社）
直近2事業年度の主要な業務指標

（単位：百万円）
項目 平成25年度 平成26年度

経常収益 781,692 862,055
経常利益 17,074 32,979
基礎利益 22,052 39,047
当期純利益 6,470 13,368

資本金の額及び発行済株式の総数
29,000

（480,000株）
29,000

（480,000株）
総資産 3,529,638 3,943,439
うち特別勘定資産 180,601 220,456

責任準備金残高 3,243,021 3,521,579
貸付金残高 238,356 281,624
有価証券残高 3,102,116 3,422,939
ソルベンシー・マージン比率(注1） 777.0% 844.0%
従業員数 4,613名 4,839名
保有契約高 31,411,470 33,481,867
うち個人保険 31,095,397 33,172,214
うち個人年金保険（注2） 315,893 309,480
うち団体保険 179 172

団体年金保険保有契約高（注3） 714 586
（注）	1. ‌�保険業法施行規則第86条、第87条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づい

て算出しています。
	 2. ‌�個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資

と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。
	 3. 団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。
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（ジブラルタ生命保険株式会社）
直近2事業年度の主要な業務指標

（単位：百万円）
項目 平成25年度 平成26年度

経常収益 1,939,004 2,233,482
経常利益 104,501 124,991
基礎利益 99,962 120,971
当期純利益 32,245 31,825

資本金の額及び発行済株式の総数
75,500

（2,361,877株）
75,500

（2,277,172株）
総資産 10,317,028 11,080,995
うち特別勘定資産 24,147 26,046

責任準備金残高 9,305,449 9,984,682
貸付金残高 600,550 826,781
有価証券残高 9,129,786 9,674,371
ソルベンシー・マージン比率(注1） 936.7% 859.0%
従業員数 13,804名 13,612名
保有契約高 38,621,051 38,562,408
うち個人保険 31,916,815 32,411,068
うち個人年金保険（注2） 2,835,367 2,723,257
うち団体保険 3,868,868 3,428,082

団体年金保険保有契約高（注3） 250,893 236,753
（注）	1. ‌�保険業法施行規則第86条、第87条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づい

て算出しています。
	 　‌�� ジブラルタ生命保険株式会社は、平成27年6月23日の定時株主総会及び取締役会

において、総額51,332百万円の自己株式の取得並びに消却に関する事項を決議し
ました。当該事項を反映した場合、平成26年度末のソルベンシー・マージン比率は
818.1％となります。

	 ‌�2. �個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資
と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

	 ‌�3. 団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社）
直近2事業年度の主要な業務指標

（単位：百万円）
項目 平成25年度 平成26年度

経常収益 493,797 532,974
経常利益 4,982 6,413
基礎利益 4,112 8,303
当期純利益 2,990 3,449

資本金の額及び発行済株式の総数
11,545

(109,090株)
11,545

(109,090株)
総資産 211,375 242,880
うち特別勘定資産 8,932 10,843

責任準備金残高 121,403 139,795
貸付金残高 4,816 3,840
有価証券残高 164,953 192,919
ソルベンシー・マージン比率（注1） 805.7% 753.1%
従業員数 598名 680名
保有契約高 2,790,471 3,463,104
うち個人保険 2,699,460 3,383,836
うち個人年金保険（注2） 86,543 75,060
うち団体保険 4,467 4,206

団体年金保険保有契約高（注3） 5,242 4,046

（注）	1. ‌�保険業法施行規則第86条、第87条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づい
て算出しています。

	 　‌� リスクの合計額について、資産運用リスク相当額に含まれる再保険リスク相当額のリ
スク対象金額において、前期までは再保険を付した部分に相当する危険準備金の金
額を含めています。

	 2. �個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資
と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

	 3. 団体年金保険保有契約高については、責任準備金の金額です。
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	 保険持株会社及びその子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況	
　 （連結ソルベンシー・マージン比率）
9

（単位：百万円）
項　　目 平成25年度末 平成26年度末

ソルベンシー・マージン総額　（Ａ） 1,228,850 1,456,660 
資本金等 262,678 299,903 
価格変動準備金 124,613 167,976 
危険準備金 126,792 141,833 
異常危険準備金 − −
一般貸倒引当金 600 518 
その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） 189,773 309,309 
土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） 33,308 33,941 
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 △5,658 △2,362 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 430,574 447,027 
負債性資本調達手段等 15,835 6,355 
全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段
等のうち、マージンに算入されない額 − −

控除項目 △0 −
その他 50,332 52,158 

リスクの合計額　√￣￣￣￣￣̄ ￣￣￣￣̄ 　　　　（Ｂ）　　　　　　　　　　　　　（√￣￣￣￣￣￣＋R8＋R9）2＋（R2＋R3＋R7）2 ＋R4＋R6　　　　　　　　　　　　　　 R12＋R52 297,301 335,984 
保険リスク相当額　　　　　　　　　　R₁ 36,439 36,053 
一般保険リスク相当額　　　　　　　　R₅ − −
巨大災害リスク相当額　　　　　　　　R₆ − −
第三分野保険の保険リスク相当額　　　R₈ 12,918 12,795 
少額短期保険業者の保険リスク相当額　R₉ − −
予定利率リスク相当額　　　　　　　　R₂ 73,781 77,781 
最低保証リスク相当額　　　　　　　　R₇ 4,820 5,227 
資産運用リスク相当額　　　　　　　　R₃ 207,762 241,850 
経営管理リスク相当額　　　　　　　　R₄ 6,714 7,474 

ソルベンシー・マージン比率　　　　 （A）　　　　　　　　　　　　　　　 （1/2）×（B）×100 826.6% 867.0%

（注）1. ‌�上記は、保険業法施行規則第210条の11の3、第210条の11の4及び平成23年金融庁告示第23号の規定に基づ
いて算出しています。

　　2. ‌�最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を使用しています。
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	 子会社等である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況
　 （ソルベンシー・マージン比率）
10

（単位：百万円）

項　　目
プルデンシャル
生命保険株式会社

ジブラルタ
生命保険株式会社

プルデンシャル
ジブラルタ

ファイナンシャル
生命保険株式会社

平成25年度末 平成26年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成25年度末 平成26年度末
ソルベンシー・マージン総額（A） 327,291 404,440 1,078,418 1,078,268 79,329 88,619 
資本金等 88,999 91,650 341,119 243,921 42,360 45,644 
価格変動準備金 25,779 34,449 98,667 133,321 165 204 
危険準備金 28,789 32,945 97,265 105,301 737 3,586 
一般貸倒引当金 2 37 662 535 － −
その他有価証券の評価差額×90％
（マイナスの場合100％） 60,228 106,556 129,278 202,169 272 590 

土地の含み損益×85％
（マイナスの場合100％） △810 △790 12,873 15,520 － −

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 167,875 189,335 261,826 254,475 872 3,216 
負債性資本調達手段等 − − 141,955 126,697 25,000 25,000 
全期チルメル式責任準備金相当額
超過額及び負債性資本調達手段等
のうち、マージンに算入されない額

△24,306 △30,289 − − － −

持込資本金等 − − − − − −
控除項目 △33,000 △33,000 △31,909 △31,909 － －
その他 13,732 13,545 26,678 28,235 9,920 10,377 

リスクの合計額√￣￣￣￣￣̄ ￣　　  （B）　（R1＋R8）
2＋（R2＋R3＋R7）2 ＋R4 84,234 95,830 230,244 251,030 19,691 23,532 

保険リスク相当額（R₁） 11,975 12,607 24,601 23,452 162 203 
第三分野保険の保険リスク相当額（R₈） 3,302 3,299 9,552 9,437 63 57 
予定利率リスク相当額（R₂） 22,726 23,420 51,043 54,349 10 10 
最低保証リスク相当額（R₇） 4,451 4,879 369 347 － −
資産運用リスク相当額（R₃） 53,702 64,005 171,092 188,596 19,288 23,054 
経営管理リスク相当額（R₄） 1,923 2,164 5,133 5,523 390 466 

ソルベンシー・
　マージン比率

（A） ×100 777.0% 844.0% 936.7% 859.0% 805.7% 753.1%（1/2）×（B）

（注）１. 上記は、保険業法施行規則第86条、第87条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。
　　２. 最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を使用しています。
　　３. ‌�ジブラルタ生命保険株式会社は、平成27年6月23日の定時株主総会及び取締役会において、総額51,332百万円の自己株式の取得並

びに消却に関する事項を決議しました。当該事項を反映した場合、平成26年度末のソルベンシー・マージン比率は818.1％となります。
　　４. ‌�プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社は、リスクの合計額について、資産運用リスク相当額に含まれる再保険

リスク相当額のリスク対象金額において、前期までは再保険を付した部分に相当する危険準備金の金額を含めています。
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	 セグメント情報11
　当社及び連結子会社等の生命保険事業以外の全セグメントに占める割合は僅少であるため、セグメント情報の記載を
省略しております。

	 ‌�事業年度の末日において、当該保険持株会社が将来にわたって事業活動を継続すると
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況その他当該保険持株会社の経営
に重要な影響を及ぼす事象

12

　該当ございません。

	 会計監査人による監査13
　当社は、連結財務諸表（連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書）について会社法第444条第
4項の規定に基づき、PwCあらた監査法人の監査を受けております。
　なお、従来、当社が監査を受けているあらた監査法人は、平成27年7月1日に名称を変更し、PwCあらた監査法人とな
りました。
※当資料では、監査対象となった連結計算書類の内容をよりご理解いただけるよう、当社の判断に基づき、連結計算書類
の表示及び記載内容を一部追加・変更するとともに、様式を一部変更して記載しております。

	 �連結財務諸表の適正性、及び連結財務諸表作成に係る内部監査の有効性に関する代表
者の確認

14

　当社の代表取締役社長は、平成26年度（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）に係る連結財務諸表（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結株主資本等変動計算書）に記載さ
れたすべての重要な事項が適正であることを確認しております。更に、連結財務諸表作成に係る内部監査が有効であるこ
とを確認しております。
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